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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期

第３四半期連結
累計期間

第26期
第３四半期連結
累計期間

第25期

会計期間

自平成22年
５月１日
至平成23年
１月31日

自平成23年
５月１日
至平成24年
１月31日

自平成22年
５月１日
至平成23年
４月30日

売上高（千円） 15,047,94419,357,13820,796,109

経常利益（千円） 314,151 491,565 389,876

四半期（当期）純利益（千円） 135,429 266,950 169,960

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
136,347 263,990 161,175

純資産額（千円） 2,531,8812,694,1572,556,708

総資産額（千円） 14,470,39015,573,62315,202,179

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
214.05 421.92 268.62

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 17.5 17.3 16.8

　 

回次
第25期

第３四半期連結
会計期間

第26期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成22年
11月１日
至平成23年
１月31日

自平成23年
11月１日
至平成24年
１月31日

１株当たり四半期

純利益金額（円）
114.43 211.24

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

　　　　　　ておりません。

２．第25期第３四半期連結累計期間、第26期第３四半期連結累計期間及び第25期の潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．売上高に消費税等は含まれておりません。

４．第25期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　　　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

  当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年３月に発生した東日本大震災後、全国的に回復の兆しが見

られるものの、円高の長期化、欧州各国における財政不安などにより、わが国の経済環境は依然厳しい状況であります。

　このような経済状況のもと、移動体通信関連事業における販売基盤の整備・店舗運営の効率化、不動産市況に左右されな

い安定的な事業の構築、リゾート事業の収益基盤の強化等に努めてまいりました。

　当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高193億57百万円（前年同期比28.6％増）、営業利益５億46百万円（前年

同期比34.4％増）、経常利益４億91百万円（前年同期比56.5％増）、四半期純利益２億66百万円（前年同期比97.1％増）

となりました。

　

セグメントの業績は次のとおりであります。

（移動体通信関連事業）

　携帯電話業界におきましては、携帯電話の加入件数が平成24年１月末現在で１億2,225万台に達し、そのうち第３世代携

帯電話端末の台数は１億2,173万台となっており、全体の99.6％を占めております（「電気通信事業者協会」より）。この

ような環境の中、当社グループは、店舗近隣への営業活動による集客力の強化及び店舗移転及び改装等実施した結果、当第

３四半期連結累計期間における売上高は179億62百万円（前年同期比32.2％増）、セグメント利益は６億87百万円（前年

同期比10.0％増）となりました。

（不動産事業）

　依然不動産市況の停滞感等は続いております。このような状況下にあって、当社グループにおきましては、市場の変化を

敏感に読み取りながら、安定的な収益を確保すべく、的確に対応をしております。

　当第３四半期連結累計期間において、売上高は２億29百万円（前年同期比7.3％減）、セグメント利益は１億4百万円（前

年同期比9.6％減）となりました。

（リゾート事業）

　東日本大震災後の当グループゴルフコースの来場者については回復傾向にあります。このような環境の中、ゴルフコース

の品質維持、向上に努め、快適なプレー環境を構築し、集客力の強化を図っております。

  当第３四半期連結累計期間における売上高は11億47百万円（前年同期比3.8％減）、セグメント利益は96百万円（前年

同期比161.4％増）となりました。

　

（２）財政状態の状況

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、155億73百万円となり、前連結会計年度末と比べて３億71百万円の増加

となりました。これは主に売掛金の増加によるものであります。

　負債は、128億79百万円となり、前連結会計年度末と比べて２億33百万円の増加となりました。これは主に、買掛金の増加

によるものであります。

　純資産は、26億94百万円となり、前連結会計年度末と比べて１億37百万円の増加となり、自己資本比率は17.3％となりま

した。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,550,000

計 2,550,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年３月16日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 638,874 638,874

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

当社は単元株制度は

採用しておりませ

ん。

計 638,874 638,874 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

　   　　　 該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成23年11月１日～

平成24年１月31日　
― 638,874 ― 693,858 ― 832,376

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認出来ないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年10月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

　

　　　①【発行済株式】 平成24年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　6,163 
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  632,711 632,711 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 638,874 － －

総株主の議決権 － 632,711 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が210株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数210個が含まれております。 

　　　②【自己株式等】 平成24年１月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社トーシン

名古屋市中区栄

三丁目４番21号
6,163 － 6,163 0.96

計 － 6,163 － 6,163 0.96

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（1）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役  志水　義彦　 平成23年11月30日

監査役　 　 足立　龍三　 平成24年１月31日　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年11月１日から平成

24年１月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年５月１日から平成24年１月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人東海会計社による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,909,220 1,606,439

売掛金 2,369,250 2,906,194

商品及び製品 639,162 844,983

原材料及び貯蔵品 18,295 15,698

その他 144,563 80,324

貸倒引当金 △1,784 △1,343

流動資産合計 5,078,707 5,452,296

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,274,806 3,369,521

減価償却累計額 △1,056,576 △1,155,483

建物及び構築物（純額） 2,218,230 2,214,037

土地 6,839,351 6,852,750

その他 222,596 274,209

減価償却累計額 △136,328 △152,541

その他（純額） 86,267 121,668

有形固定資産合計 9,143,849 9,188,455

無形固定資産 178,913 162,990

投資その他の資産

投資その他の資産 788,866 762,030

貸倒引当金 △214 △111

投資その他の資産合計 788,651 761,918

固定資産合計 10,111,414 10,113,364

繰延資産 12,057 7,963

資産合計 15,202,179 15,573,623

EDINET提出書類

株式会社トーシン(E05137)

四半期報告書

 7/18



（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,216,642 2,619,951

短期借入金 2,520,000 2,850,000

1年内返済予定の長期借入金 942,324 823,242

1年内償還予定の社債 44,000 22,000

未払法人税等 87,361 164,528

賞与引当金 46,772 21,204

その他 664,959 497,883

流動負債合計 6,522,060 6,998,809

固定負債

社債 700,000 700,000

長期借入金 5,129,270 4,856,758

退職給付引当金 9,730 9,889

資産除去債務 40,787 41,305

その他 243,622 272,703

固定負債合計 6,123,410 5,880,657

負債合計 12,645,470 12,879,466

純資産の部

株主資本

資本金 693,858 693,858

資本剰余金 832,376 832,376

利益剰余金 1,031,207 1,171,616

自己株式 △43,998 △43,998

株主資本合計 2,513,443 2,653,852

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 43,264 40,304

その他の包括利益累計額合計 43,264 40,304

純資産合計 2,556,708 2,694,157

負債純資産合計 15,202,179 15,573,623
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年５月１日
　至　平成23年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年５月１日
　至　平成24年１月31日)

売上高 15,047,944 19,357,138

売上原価 12,181,171 16,454,247

売上総利益 2,866,773 2,902,891

販売費及び一般管理費 2,459,909 2,355,938

営業利益 406,863 546,953

営業外収益

受取利息及び配当金 3,883 3,845

広告支援金収入 11,013 －

店舗開設支援金 9,332 18,410

その他 33,282 52,867

営業外収益合計 57,510 75,123

営業外費用

支払利息 136,754 120,242

その他 13,467 10,267

営業外費用合計 150,222 130,510

経常利益 314,151 491,565

特別利益

貸倒引当金戻入額 44 －

賞与引当金戻入額 16,809 －

特別利益合計 16,854 －

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 35,981 －

その他 5,228 －

特別損失合計 41,210 －

税金等調整前四半期純利益 289,795 491,565

法人税、住民税及び事業税 16,835 195,113

法人税等調整額 137,530 29,501

法人税等合計 154,365 224,615

少数株主損益調整前四半期純利益 135,429 266,950

四半期純利益 135,429 266,950
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年５月１日
　至　平成23年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年５月１日
　至　平成24年１月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 135,429 266,950

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 918 △2,960

その他の包括利益合計 918 △2,960

四半期包括利益 136,347 263,990

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 136,347 263,990
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【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年５月１日
至　平成24年１月31日）

　（有形固定資産の耐用年数の変更）　

　　当社が保有する移動体通信事業店舗の建物等について、従来、耐用年数を５年として減価償却を行なっておりま

　したが、第１四半期連結会計期間において見直しを行なった結果、従来採用しておりました耐用年数と実績に基づ

　く使用可能予測期間との乖離が明らかになった為、耐用年数を８年に見直し、将来にわたり変更しております。　

　　これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純

　利益はそれぞれ5,633千円増加しております。　

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年５月１日
至　平成24年１月31日）

　（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）　

　　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正により、「会計上の変更及び

　誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

　関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　（法人税率の変更等による影響） 

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114

号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年

法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引下げ及

び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。また、名古屋市市民税減税条例が平成23年12月28日に

公布され、平成24年４月１日以降に終了する連結会計年度から市民税率が変更されることとなりました。

　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.6％から、平成24年５月１日に

開始する連結会計年度から平成26年５月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については37.7％

に、平成27年５月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については35.3％となります。

  この税率変更により、繰延税金資産の金額は11,550千円減少し、法人税等調整額は14,851千円減少しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

　　　　該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次の通りであり

ます。

 

　

　

　

前第３四半期連結累計期間

（自  平成22年５月１日

至  平成23年１月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自  平成23年５月１日

至  平成24年１月31日）

減価償却費

のれんの償却額

132,735千円

15,976千円

119,751千円

15,694千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年５月１日　至　平成23年１月31日）

　　　　　　配当金支払額

決　　　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日　 効力発生日　 配当の原資

平成22年６月14日

取締役会
普通株式 88,579 140平成22年４月30日平成22年７月15日利益剰余金

平成22年12月10日

取締役会　
普通株式　 63,271 100平成22年10月31日平成23年１月17日利益剰余金

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年５月１日　至　平成24年１月31日）

　　　　　　配当金支払額

決　　　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日　 効力発生日　 配当の原資

平成23年６月10日

取締役会
普通株式 63,271 100平成23年４月30日平成23年７月14日利益剰余金

平成23年12月９日

取締役会　
普通株式　 63,271 100平成23年10月31日平成24年１月16日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年５月１日　至　平成23年１月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

(単位：千円)　

　 

報告セグメント　
その他
（注）　

合計
移動体
通信関連
事業　

不動産
事業　

リゾート
事業　

計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 13,589,962244,6061,185,30115,019,87128,07315,047,944

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 2,700 7,682 10,382 － 10,382

計 13,589,962247,3061,192,98415,030,25328,07315,058,327

セグメント利益 625,054116,10536,933778,092 1,852 779,945

　（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、オリジナルグッズ用品の販売、飲料水

の販売、飲食店の運営等を含んでおります。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容

　（差異調整に関する事項）

　 　（単位：千円）　

　利益 　金額

　報告セグメント計

  「その他」の区分の利益　

　セグメント間取引消去

　全社費用（注）

778,092　

1,852　

△10,382　

△455,411　

　四半期連結損益計算書の経常利益 314,151　

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収益及び営業外費用であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年５月１日　至　平成24年１月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

(単位：千円)　

　 

報告セグメント　
その他
（注）１　

合計
移動体
通信関連
事業　

不動産
事業　

リゾート
事業　

計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 17,962,257229,3451,142,70219,334,30522,83319,357,138

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － 5,238 5,238 － 5,238

計 17,962,257229,3451,147,94019,339,54322,83319,362,376

セグメント利益 687,812104,90896,527889,248  886 890,135

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、オリジナルグッズ用品の販売、飲

料水の販売等を含んでおります。

　　　　２．会計方針の変更等に記載のとおり、移動体通信事業店舗の建物等について、耐用年数の変更をしております。

　　　　これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の移動体通信関連事業におけるセグメント

　　　　利益は5,633千円増加しております。　

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容

　（差異調整に関する事項）

　 　（単位：千円）　

　利益 　金額

　報告セグメント計

  「その他」の区分の利益　

　セグメント間取引消去

　全社費用（注）

889,248　

886　

△5,238　

△393,331　

　四半期連結損益計算書の経常利益 491,565　

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収益及び営業外費用であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成23年１月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年５月１日
至　平成24年１月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 214円5銭 421円92銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（千円） 135,429 266,950

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 135,429 266,950

普通株式の期中平均株式数（株） 632,711 632,711

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－　 －　

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

　　　　記載しておりません。

　　

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。
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２【その他】

　平成23年12月９日開催の取締役会において、平成23年10月31日最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録

株式質権者に対し、次のとおり金銭による剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・63,271千円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・100円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成24年１月16日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年３月16日

株式会社トーシン

取締役会　御中

監 査 法 人　東 海 会 計 社

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 棚橋　泰夫　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 塚本　憲司　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トーシン

の平成23年５月１日から平成24年４月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年11月１日から平成

24年１月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年５月１日から平成24年１月31日まで）に係る四半期連結財

務表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明するうことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいて、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トーシン及び連結子会社の平成24年１月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。
　
利害関係　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　
　

　　　　以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　　

　　　　　　報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲には、XBRLデータ自体は含まれていません。
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